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埼玉県議会
公　明　党県議会ニュース

埼玉県議会２月定例会が３月27日に閉会しました。
防衛省のイラクや南スーダン日報隠し問題ではないですが、行
政に対する政治のチェックは重要です。
県議会公明党議員団は、訪問活動を通じてお聴きした「小さな
声」を、先進自治体の視察や調査活動、事例研究を通じて「埼玉
県行政に反映できないか」と努力を重ね、県政の前進につなげ
ています。公明党県議団は、その成果を２月定例会でも大いに発
揮し、論戦を挑みました。
本会議で西山じゅんじ議員団長（所沢市選出）が代表質問に、いしわた
り豊政調会長が一般質問に立ちました。予算特別委員会では、はぎわ
ら一寿県議（川口市選出）とごんもり幸男県議（春日部市選出）が連日、
質問を行いました。がもう徳明県議（草加市選出）は副委員長として委
員会の円滑な議事進行に努めました。
一方、しおの正行県議（川口市選出）、安藤ともき県議（新座市選出）、
福永のぶゆき県議（川越市選出）をはじめ全議員が常任委員会、特別
委員会において議案や当面する県政の諸課題について質疑、提言を
行いました。
本会議、予算特別委員会での論戦は、来年３月まで埼玉県議会のホー
ムページで録画中継を公開しています。ぜひ、ご覧ください。
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県議会公明党予算審議で論戦
小さな声を聴く力！調査無くして発言なし！
行政を厳しくチェック！

お
気
軽
に

ご
相
談
は

発行：埼玉県議会公明党議員団
さいたま市浦和区高砂3-15-1
TEL：048-822-9606
FAX：048-822-9408

Mail:info@komei-saitama.com

1　SDGsを県政にどう活かすか（知事）
2　AIを県政に導入するにあたって（知事）
3　私立高校の授業料無償化について（知事）
4 　地域包括ケアシステムを進めるために
  (1)   県の支援について（知事）
  (2)   医療と介護の連携について（知事）
  (3)   介護人材確保へ、より働きやすい職場に（知事）
  (4)   訪問介護・看護の駐車許可の簡素化を（警察本部長）
  (5)   地域包括ケアシステムは街づくり（知事）
5　人生の最終段階における医療について（知事）
6　埼玉県ならではの観光政策を（知事）
  (1)   埼玉を日本一のうどん県に
  (2)   「北関東観光連合」について
7　シニアの就業にさらなる支援を（知事）
8　障害者の雇用と就労の推進について（知事）
9　コミュニティ・スクールの推進について（教育長）
10　小中学校における授業の質の改善について（教育長）

本会議での論戦内容

西山淳次
（西第1区 所沢市）

1 　つながりにくい」から「つながりやすい」へ救急電話相談
　　＃7119について（保健医療部長）
2　生活困窮世帯・生活保護世帯の子供に対する学習支援
　　の拡充について（知事）
3　「かかりつけ薬剤師・薬局」について（保健医療部長）
4　ペットとの共生と人獣共通感染症の予防について（環境
　　部長、保健医療部長）
5　「自画撮り要求被害・JKビジネス被害」から青少年を守ろう。
　　埼玉県青少年健全育成条例を速やかに改正しよう（県民
　　生活部長）
6　「スポーツ医・科学拠点施設並びに屋内50メートル水泳場
　　の設置検討」について（知事）
7　地元問題について
　(1)   県民活動総合センターにおける障害者用駐車場の拡
　　充について（県民生活部長）
　(2)   都市計画道路「伊奈中央線」の整備について（県土整
　　備部長）

本会議での論戦内容

石渡   豊
（南第13区 上尾市・伊奈町）

「つながりやすい＃７１１９」に
萩原委員　２４時間後の＃７１１９の成果は。
（答弁要旨）保健医療部長　２９年１０月から２４時間化し、相談
件数は大幅に増加している。大人の相談で２．６７倍、子供の相談
で１．５７倍となっている。
（質問要旨）萩原委員　つながりにくい時間帯はあるのか。
（答弁要旨）保健医療部長　夜の７時から９時頃に多くの電話を
いただいている。

公共事業の施工時期の平準化・適正工期の確保
がんになっても働ける社会の構築
県立高校普通教室のトイレ改修加速化と体育館
のトイレ改修の推進

予算特別委員会での主な論戦内容

萩原一寿
（南2区 川口市）

障害者に対する就労支援の強化について
中小企業の事業承継支援について
高齢者安全運転推進事業について
横断歩道の道路標示について　権守幸男

（東７区 春日部市）

福永県議は特別委員会で質問
福永県議は、経済・雇用対策特別委員会において、産業
団地の造成などによって埼玉県に進出する企業が増え
たことを評価する一方、増え続ける外国人労働者などの
ために寮などの住まいの建設についても県行政は支援
措置を講じるべきだなどと提言しました。
また、福永県議は、川越市増形に県企業局が30、3年度
に造成する新しい産業団地について、市内の住工混在
地域から移転を望む企業への優先分譲を求めました。

福永信之
（西７区 川越市）


